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論 文 の 要 旨 
本博士論文の研究目的は、多様な地理情報のための統合環境を考案すること、そして津
波被害から復興したインドネシアのアチェ州に設立された地理データセンター：AGDC(Aceh 
Geospatial Data Center)で必要とされる統合環境システムを実現することである。本論文
の著者は、復興過程で作成された多様な地理情報を概観しつつ、それらを統合的に扱う環
境（以下、統合環境と略す）のモデルを考案し、同モデルに基づく AGDC のための統合環境
を統合情報システムとして実現している。 
第１章では、統合環境が必要とされる理由を明らかにした後に、統合環境モデルについ
て、そのフレームワークの構造、ユーザや地理情報資源との関係とを記述している。想定
するユーザは３種類で、将来の開発計画を立案する立場にある者、および、一般の検索者
や地理学上の分析(geographic analysis)を行う者など統合環境を利用するユーザ、地理情
報システムやアプリケーションを開発するユーザ、開発された統合環境を維持管理するユ
ーザであるが、これ以外のユーザの利用に対しても拡張可能であることを述べている。 
 統合環境が必要とされる主な理由は、以下の３項目に整理されている。 
(a) 地理データセンターが処理対象とする地理情報は、そのデータフォーマットが多種多
様であり、個々のデータフォーマットに対処したアプリケーション開発には限界がある。
将来登場するデータフォーマットにも柔軟に対応できなければならない。 
(b) デシジョン・メーカー、GIS アプリケーションの開発者、統合環境の管理者が必要とす
る機能はそれぞれ異なる。いかなる機能が必要とされても対応できる、あるいは、最小
限の機能拡張で対応できることが求められる。 
(c) 多様な地理情報のための統合環境はアチェ州には存在しない。AGDC は、国家機関や復 
興工程プロジェクト等から譲渡されたアチェ州に関する大量かつ多様な地理情報を有し
ている。上記３種類のユーザに提供する統合環境は管理が容易でなければならない。 
 著者が考案した統合環境モデルは、そのフレームワークの中に地理データベース機能と、
多種類のデータフォーマットの地理情報をレイヤーとして含むマップ・サービス機能とを
内包している。それぞれのユーザは必要最小限の知識で、多様な地理情報資源を利用しつ
つ、所望の機能を有する地理情報システムを構築でき、また、管理できるとしている。 
 第２章では、本研究の背景となる地理情報学(Geographic Information Science)の概念、
GIS に関する基本知識を整理している。地理情報学の研究では、プロジェクト単位で地理情
報を収集し、GIS をツールとして使用して地理学上の分析を行なうのが通例であった。個々
のプロジェクトは、それ専用に開発がなされることから、GIS アプリケーションと言われて
いる。この考え方は、情報システムの汎用性を重視する情報工学、ソフトウェア工学とは
一線を画するものであった。地理情報学では、貴重な地理情報の収集に多額の費用が必要
であることから、政府機関等が中核となって地理情報の収集と提供とを行う仕組みが望ま
れ、そのことが SDI(Spatial Data Infrastructure)が出現する基となったと言われている。 
第２章では、更に、GIS に係るソフトウェアは、サーバ GIS とデスクトップ GIS の２種類
に大別できること、サーバ GIS には ESRI 社の Arc シリーズ（ArcIMS、ArcGIS、ArcSDE など）、
ミネソタ大学で開発された UMN MapServer 等が知られており、それぞれのサーバに対応す
るマップ・サービスが独自に開発されてきている。その結果、サーバで稼動するマップ・
サービスは、整理統合されることなく混沌とした状態のまま、それぞれのサーバ毎に発展
してきていることを明らかにしている。いかに混沌として複雑であるかの具体的な例とし
て、典型的な２２種類のデータフォーマットの地理情報を対象に、Arc シリーズを含む８種
類のマップ・サービスのそれぞれについて受容の可否を詳細に調査している。この結果に
基づいて、著者は多様な地理情報を扱える統合環境のモデル化が実現可能であるとの着想
を得ている。 
 第３章では、関連研究、特に本論文で実現しようとする統合環境と同等の地理情報提供
機能を有する SDI と、その改良である Geospatial One-Stop (GOS)を紹介している。SDI は、
国レベルから地方レベルまで様々な形態で取り組みがなされており、SDI が主に言及する内
容は、具体的な実現よりも、貴重な地理情報をより良く利用するための理念であること、
等の見方を紹介している。また、SDI の理念に基づくシステムの構成を概観するとともに、
SDI の実現に際して６つの困難があることを紹介している。SDI を発展させた GOS は、SDI
単体では提供できない地理情報を、その地理情報を提供している機関とネットワークで接
続することでユーザに提供しようとするものであることを紹介している。本章では、更に、
アチェ州で使用されている GIS アプリケーションと GIS を概観し、本論文で解決しようと
している課題を明らかにしている。 
 第４章では、本論文の著者が開発した WebGIS アプリケーション２件を記述している。１
つは地理情報データを配布する機能に限定した専用アプリケーションであり、実際に復興
過程を支援するために使用されたものである。他の１つは Geo-hazard map および Geo-risk 
map の作成に係るものである。これらのアプリケーションを実際に開発する過程で得られた
知見が、統合環境のモデル構築に結実している。 
第５章では、地震とそれに伴う津波発生直後からの４年間の復興過程で生成された地理
データをインタラクティブに表示する Web ベースのアプリケーションを詳細に記述してい
る。復興過程の進展を年ごと、寄付者ごとなどに地図やチャートを用いて示すことができ、
ズーム・イン／アウト、視点の移動などをインタラクティブに操作可能としている。天然
資源、ハザード、地勢など、広範な地理情報を俯瞰できる機能も提供している。 
第６章では、AGDC の統合情報システムを実際に実現する過程で、統合環境モデルの構築
に実践的に取り組んでいる。バンダ・アチェで再建設された住宅分布の分析、集落と農業
地域の再構築の分析、保護林・プランテーション・鉱業許可地域の分析など地理学上の分
析を、様々な情報資源を統合して実現している。AGDC で実現した統合情報システムは、提
案する統合環境モデルの実践システムとなっている。 
第７章は考察に関する章であり、統合環境モデルを用いてアーキテクチャを設計するこ
とにより汎用性が得られること、また実現した統合情報システムは SDI の６つの困難のう
ち５項目を満たすソリューションになっていること確認している。ここまでの実践結果か
ら統合環境モデルの有用性が明らかになったとしている。 
第８章では、本研究は当初の目的を達成していることを述べ、本論文の具体的な貢献は、
以下であると結論づけている。統合環境モデルが統合情報システムの設計に有用なことを
示したこと、SDI の６つの課題に対する解決策を示したこと、その内の３番目の困難さを除
いて実際に解決することができたことである。更に、散逸の恐れがあった貴重かつ多様な
地理情報の収集を、復興過程の早い段階から主体的かつ網羅的に推進し、統合モデルの考
案に結びつけたことである。 
 
審 査 の 要 旨 
【批評】 
著者が設定した研究目的、即ち、多様な地理情報のための統合環境モデルを考案するこ
と、津波被害から復興したアチェ州の将来の開発を支援するために設立された AGDC の統合
情報システムを実現することは妥当性があり、また実際のフィールドからの要請に基づい
た課題設定であることから極めて有用性が高い目標設定と考えられる。 
本論文の著者は、津波で甚大な被害を被ったアチェ州の州都 Banda Aceh の大学の講師で
もあり、一時期、復興過程に参加し、その後も定期的に現地を訪問して情報を収集してい
た。この経験から、情報収集の重要性と多様な地理情報のための統合環境の必要性を強く
認識したものと考えられる。 
著者は第２章において、従来の地理情報学では GIS は個々のプロジェクト専用のツール
という考え方であること、一方、情報工学、ソフトウェア工学では情報システムの汎用性
が重視されることを述べている。著者は、この２つの概念を知り、プロジェクト専用のツ
ールを開発する経験を経て、統合環境モデルに基づいて AGDC のために汎用性を重視する統
合情報システムの開発に思い至ったと推測される。著者が収集した地理情報２２種類を対
象に，データフォーマットの受容可能性を８種類のマップ・サービスとの組み合わせで詳
細に調査したこと、その調査結果に基づいて統合情報システムを設計したことは理に適っ
ており、評価できる。 
第３章では、地理情報学の分野でこの１５年間注目され続けてきた SDI について文献調
査を実施し、SDI が目指している理念の妥当性と、著者が実現しようとしている地理情報シ
ステムに科せられた課題を明らかにしている。特に、SDI 全般に係る困難な点に着目し７章
での考察に結びつけていることは評価できる。一方で、データベースの学問領域では、地
理情報を含む異種情報源を統合する研究が数多くなされており、この領域における先行研
究も十分調査する必要があろう。本論文の課題そのものをカバーする研究はなされていな
いとしても、核となる技術の幾つかの先行研究は存在するであろうから、本研究の加速に
資することができたと思われる。 
第４章では、復興過程を支援するアプリケーションに課された要求を具体的に定義し、
特定の GIS ソフトウェアに依存せずに、必要な機能を是々非々に組み合わせてアプリケー
ションを構築したことが評価できる。開発したシステムが、実際にフィールドで使用され
たことは、高い有用性を備えていることの証左となっている。 
第５章では、著者が収集した多様な地理情報をインタラクティブに検索、表示する Web
ベースのアプリケーションを開発したことが記述されている。オープンソースの手法を用
いて機能を実現しているためコストは下がるが、論文を読んだ範囲では、地理情報に関す
る指示はスクリプト言語を使用して書き込むなど機能実現にある程度の専門性が必要にな
ると思われる。著者一人で機能を実現していることから問題は顕在化していないが、今後、
複数人で分担作業を行うような環境では、参加するメンバー、すなわち、本論文で体系化
した３種類のユーザに必要とされる専門性を明らかにしておくことも今後の課題となろう。 
第６章では、著者が考案した統合環境モデルを AGDC のための統合情報システム開発に適
用し、著者が収集した地理情報の多くを統合し、検索並びに各種の分析を行えるシステム
として実現している。実現した統合情報システムによる地理学上の分析例は、具体的であ
り有用性が評価できる。 
システム開発においては、AGDC の現状の情報システムの問題点と統合情報システムに関
する要求を分析したこと、得られた分析結果に基づいて各種マップ・サービスを組み合わ
せる統合環境モデルを設計したこと、実現する機能仕様を決定したこと、ESRI のソフトウ
ェア体系に従って詳細設計を行い細部まで詰めていったこと、更には、システム管理者に
よる維持管理まで詳細に検討してきたことが論文から読み取れる。これらの仕事が情報シ
ステム開発の正当な手順に従っていること、またこれらの仕事を著者一人で行ったことは、
著者のシステム開発技術者としてのスキルが高いことも表しており、評価できる。 
構築したシステムが AGDC から高く評価されていることも、統合環境モデルを用いるアー
キテクチャ設計の有用性を示すものと考えられる。統合環境モデルはソフトウェアとは独
立したモデルであることから GeoFOSS(Free Open Source Software)を用いるシステム開発
を選択することも可能であるが、利用者が慣れ親しんでいる開発環境であることや、開発
したソフトウェアの維持管理まで含めて検討した上で、開発プラットフォームを選択する
必要があるとの著者の指摘は尤もであり、現状ではESRIを選択した判断は妥当と言えよう。 
第７章では、多種多様な SDI システムと直接比較するのではなく、SDI で困難とされてい
る６項目を評価軸として、著者が実現した統合情報システムの到達点を考察しており、AGDC
のための統合情報システムの特徴を明確にできている。唯一、評価できていない項目は、
社会的・経済的価値に対するアセスメントであり、この項目は、実現した統合情報システ
ムが継続的に使用・評価されていく過程で自ずと評価されていくであろう。 
以上のように、本論文の目的ならびに手法は妥当であり、得られた知見は、多様な地理
情報資源を柔軟に組み合わせた地理情報システムを構築する際のモデルとして十分に機能
するものと考えられる。 
したがって、本論文は、学位論文として十分な内容を持つものと判断される。 
 
【最終試験結果】 
平成 25 年 3 月 13 日、図書館情報メディア研究科学位論文審査委員会において、審査委
員全員出席のもと、本論文について著者に説明を求めた後、関連事項について質疑応答を
行った。引き続き、「図書館情報メディア研究科博士後期課程の学位論文の審査に関する内
規」第 12 条第 2 項に基づく最終試験を行い、審議の結果、審査委員全員一致で合格と判定
された。 
 
【結論】 
 よって、著者は博士（情報学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。 
